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市 町 村 職 員 の 勤 務 条 件 等 の 状 況 

（平成３０年４月１日現在・千葉市を除く） 
 

平成３１年３月２６日 
千葉県総務部市町村課 
電話 04 3 - 2 2 3 - 2 1 3 8 

 

 

 
 

＜地方公務員の勤務条件を定めるに当たっての原則＞ 

地方公務員法第２４条第４項は「職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに 

当つては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなけ

ればならない」と定めています。 

 

 

１ 勤務時間の状況（平成３０年４月１日現在） 

   

 

 

＜勤務時間の改定について＞ 

国家公務員は平成２１年４月１日から、千葉県職員は平成２１年９月１日から勤務時間が１日７時間 

４５分・週３８時間４５分になりました。 

 

２ 年次休暇の使用状況（平成２９年（度）） 

 

 

 

○県内市町村の年次休暇の使用状況 

 区 分      年 ( 度 ) 平成２９年（度） 

市 １１．７日（前年(度) ＋０．４日） 

町村    ８．６日（前年(度） ＋０．２日） 

市町村全体 １１．５日（前年(度) ＋０．４日） 

＜国と千葉県の状況＞ 
国家公務員（一般職の非現業）の平均使用日数は１４．４日(平成 29 年数値)、 
千葉県職員（知事部局）の平均使用日数は１１．４日（平成 29 年度数値）です。 

 

  

このたび、県内５３市町村（千葉市を除く）における制度の状況について  

取りまとめたので公表します。 

勤務時間については、県内市町村（千葉市を除く）の全団体が国や県と同様

に１日７時間４５分・週３８時間４５分勤務となっています。 

年次休暇は、年（又は年度）最大２０日が有給で付与されますが、年次休暇

の平均使用日数は、市が１１．７日、町村が８．６日、全体で１１．５日とな

っています。 
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３ 病気（療養）休暇（平成３０年４月１日現在） 

 

 

 

○病気（療養）休暇の期間及び給与の扱い（平成３０年４月１日現在） 

病気（療養）休暇の期間 給与の扱い 
団体数 

市 町村 計 

９０日以内又は３か月以内 
休暇中の給与の減額なし 
（国と同じ） 

２７ １６ ４３ 

必要最小限度の期間 
期間が９０日を超えると半減 
（県と同じ） 

９ １ １０ 

合   計 ３６ １７ ５３ 

 

  

病気（療養）休暇の期間を具体的な期間として設定している団体は４３団体

（２７市１６町村）、明確な基準を定めず必要最小限度の期間としている団体

は１０団体（９市１町）となっています。 
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４ 特別休暇 

（１）夏季休暇（平成３０年４月１日現在） 

 

 

 

○県内市町村の付与日数の状況（平成３０年４月１日現在） 

  付与日数 

区分 
８日 ７日 ６日 ５日 ３日 計 

市 ８ １８ ８ ２ ０ ３６ 

町村 ０ ３ ３ １１ ０ １７ 

計 ８ ２１ １１ １３ ０ ５３ 

※銚子市（7 日）は別途、夏季休暇をすべて使用した職員に職免１日を付与しています。 

＜千葉県の状況＞      

付与日数は、６日です。 
 

（２）リフレッシュ休暇・永年勤続休暇（平成３０年４月１日現在） 

 

 

 

○県内市町村の付与日数の状況（平成３０年４月１日現在） 
付与 
日数 

区分 

20 

日 

13 

日 

11 

日 

10 

日 

９ 

日 

８ 

日 

７ 

日 

６ 

日 

５ 

日 

３ 

日 

２ 

日 

制度 

無し 
計 

市 １ ４ ３ ２ ５ ４ ４ ６ １ ３ １ ２ ３６ 

町村 ０ ０ ０ ０ ２ ３ ０ ２ １ １ ０ ８ １７ 

計 １ ４ ３ ２ ７ ７ ４ ８ ２ ４ １ １０ ５３ 

※ 上記の付与日数は、職員が定年まで勤務した場合に付与される日数を通算した日数です。 
 
＜国と千葉県の状況＞ 

国においては、同様の制度はありません。 
千葉県においては、勤続１０年及び２０年でそれぞれ２日、３０年で３日（計７日）の休暇が付与  

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

夏季休暇は、県内市町村（千葉市を除く）の全団体で制度化されています。 

また、全５３団体（３６市１７町村）が、国の付与日数（３日）を上回って

います。 

リフレッシュ休暇・永年勤続休暇を制度化している団体は、４３団体  

（３４市９町）です。このうち、付与日数が最も長い団体は、銚子市（２０

日）となっています。 
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５ 育児休業の取得状況（平成２９年度） 

 

 

 

 

 
○育児休業等の取得者数（平成２９年度）             （単位：人） 

区     分 育児休業 育児短時間勤務 部分休業 合   計 

男
性
職
員 

新規取得 ５４ １ １５ ７０ 

継続取得 ６ ０ １０ １６ 

計 ６０ １ ２５ ８６ 

女
性
職
員 

新規取得 ６２３ ２４ ３０２ ９４９ 

継続取得 ８０６ ２３ ３９８ １，２２７ 

計 １，４２９ ４７ ７００ ２，１７６ 

合計 

新規取得 ６７７ ２５ ３１７ １，０１９ 

継続取得 ８１２ ２３ ４０８ １，２４３ 

計 １，４８９ ４８ ７２５ ２，２６２ 

＜育児短時間勤務について＞ 

子を養育するため、正規の勤務時間よりも短い勤務形態により、職員が希望する日又は時間帯に 

おいて勤務することができる制度です。国家公務員は平成１９年８月１日から、 千葉県職員は平成 

２０年４月１日から育児短時間勤務制度が導入されました。 

（例）週３８時間４５分・１日７時間４５分勤務の一般職員の場合、いずれかの勤務形態 

・週１９時間３５分（月～金において週５日、１日３時間５５分勤務） 

・週２４時間３５分（月～金において週５日、１日４時間５５分勤務） 

・週２３時間１５分（月～金において週３日、１日７時間４５分勤務） 

・週１９時間２５分（月～金において週３日、うち２日は１日７時間４５分勤務、うち１日は 

１日３時間５５分勤務） 

＜育児のための部分休業について＞ 

子を養育するため、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日２時間を超えない範囲内で 

勤務しないことができる制度です。 

 

○男性職員の育児休業取得率の推移                （単位：人） 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

各年度中に新たに育児休業等が 

取得可能となった職員数 
７９０ ７８０ ８９０ 

育児休業取得者数 ２３ ２４ ５４ 

育児休業取得率 ２．９％ ３．１％ ６．１％ 

※取得率は、平成２９年度中に新たに育児休業が可能となった職員数に対する同年度中に新たに育児休

業をした職員数の割合です。同年度中に新たに育児休業をした職員数には、平成２８年度以前に新たに

育児休業が可能となったものの、当該年度には取得せずに、平成２９年度になって新たに取得した職員

が含まれます。 

※政府が策定した第４次男女共同参画基本計画（平成２７年１２月２５日）において、地方公務員の男性の

育児休業取得率の目標を１３％（平成３２年）としています。  

県内市町村（千葉市を除く）で、育児休業等（育児休業、育児短時間勤務、

部分休業の合計）を取得した職員数は、２，２６２人（前年度比１７０人増）   

であり、このうち男性職員は８６人（前年度比４３人増）、女性職員は     

２，１７６人（前年度比１２７人増）となっています。 

 なお、平成３０年４月１日現在、育児短時間勤務制度を導入している団体は、

４４団体（前年度と同様）となっています。 
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６ 介護休暇の取得状況（平成２９年度） 

 

 

 
 
○介護休暇の取得者数（平成２９年度）              （単位：人） 

区  分 
介護休暇 

取得者数 

介護休暇の期間別の取得者数 

１月以下 
１月超 

２月以下 

２月超 

３月以下 

３月超 

４月以下 

４月超 

５月以下 
５月超 

男性職員 ８ ２ １ １ ０ １ ３ 

女性職員 ３０ １２ ６ ３ ２ ２ ５ 

計 ３８ １４ ７ ４ ２ ３ ８ 

※介護休暇取得者数は、平成２９年度中に介護休暇を取得開始した職員数です。 

 

 

７ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得状況（平成２９年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇を取得した男性職員数  （単位：人） 

 

平成２９年度中に新た

に育児休業等が取得可

能となった男性職員数 

配偶者出産休暇を 

取得した職員数 

育児参加のための休暇を 

取得した職員数 

配偶者出産休暇又は 

育児参加のための休暇を 

取得した職員数 

８９０ 
７２６ 

（８１．６％） 

２７８ 

（３１．２％） 

７４２ 

（８３．４％） 

※「休暇取得」の（ ）は取得率です。 

＜配偶者出産休暇について＞ 

配偶者が出産に係る入退院や出産時の付添い、入院中の世話、出生の届出等のために取得する

ことができます。 

 

＜育児参加のための休暇について＞ 

配偶者が出産する場合に、その出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認められるときにおける休暇です。 

  

※政府が策定した第４次男女共同参画基本計画（平成２７年１２月２５日）において、男性の配偶者の出

産直後の休暇取得率（配偶者の出産後２か月以内に半日又は１日以上の年次有給休暇、配偶者出産

休暇等に係る特別休暇、育児休業等の休みを取得した男性の割合）の目標を８０％（平成３２年）として

います。  

県内市町村（千葉市を除く）で、平成２９年度中に新たに育児休業等が取得

可能となった男性職員のうち、配偶者出産休暇を取得した職員は７２６人、育

児参加のための休暇を取得した職員は２７８人、両休暇のいずれかを取得した

職員は７４２人となっています。 

 なお、平成３０年４月１日現在、配偶者出産休暇制度を全団体導入していま

すが、育児参加のための休暇制度を導入している団体は、４３団体となってい

ます。 

県内市町村（千葉市を除く）で、介護休暇を取得した職員数は、３８人（前

年度比４人増）であり、このうち男性職員は８人（前年度比１人増）、女性職員

は３０人（前年度比３人増）となっています。 
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８ 各休業制度の条例の制定状況（平成３０年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

○各休業制度の条例の制定状況（平成３０年４月１日現在） 

各休業条例 

団体数 

条例を制定しており、 
取得者がいる 

条例を制定しているが、 
取得者がいない 

計 

自己啓発等休業制度 ７ １４ ２１ 

配偶者同行休業制度 ４ ６ １０ 

修学部分休業制度 ２ ５ ７ 

高齢者部分休業制度 １ ３ ４ 

＜自己啓発等休業制度について＞ 

   大学等における就学や国際貢献活動を希望する職員に対し、職員としての身分を保有したまま職務

に従事しないことを認める制度。無給。職員に自己啓発及び国際協力の機会を提供することで、休業

の成果を何らかの形で公務に還元することが期待されます。 

 

＜配偶者同行休業制度について＞ 

   有為な職員の継続的な勤務を促進するため、外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共

にするための休業制度。無給。それぞれの事情やニーズに応じて継続的に勤務できるような選択肢を

拡充していくことが重要との観点から、仕事と家庭生活の両立支援の一つの方策として設けられる制度

です。 

 

＜修学部分休業制度について＞ 

   職員が自発的に大学等の教育施設で修学する場合において、１週間の勤務時間の一部について勤

務しないこととすることができる制度。勤務しない時間については給与を減額。公務に関する能力の向

上を図り、公務能率の増進及び住民サービスの向上に資することを目的とした制度です。 

 

＜高齢者部分休業制度について＞ 

   加齢に伴う諸事情により部分休業を希望する職員に対し、１週間の勤務時間の一部について勤務し

ないこととすることができる制度。勤務しない時間については給与を減額。職場の新陳代謝の促進及び

公務能率の増進に資することを目的とした制度です。 

 

 

 

  

県内市町村（千葉市を除く）で、平成３０年４月１日現在、自己啓発等休業

制度を導入している団体は２１団体、配偶者同行休業制度を導入している団体

は１０団体、修学部分休業制度を導入している団体は７団体、高齢者部分休業

制度を導入している団体は４団体となっています。 
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９ 一般職非常勤職員の育児休業、介護休暇制度の導入に係る条例の改正状況 

（平成３０年４月１日現在） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○県内市町村における条例改正の状況と取得者数（平成３０年４月１日現在） 

  （一般職非常勤職員の任用が有る３８団体） 

区  分 条例改正済み 平成２９年度取得者数 

育児休業 ２５ ４３ 

介護休暇 １８ ６ 

 

＜育児休業＞請求時に次のいずれにも該当する非常勤職員 

①引き続き在職した期間が１年以上であること 

②子が１歳６カ月に達する日までに、その任期（再度の任用がなされる場合は、その任期）が満了す 

ること及び引き続き任用されないことが明らかでない者 

③１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が１２１日以上である者 

 

＜介護休暇＞請求時に次のいずれにも該当する非常勤職員 

①引き続き在職した期間が１年以上であること 

②９３日経過日から６カ月を経過するまでに、任期（再度の任用がなされる場合は、その任期）が満了 

することが明らかでない者 

③１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が１２１日以上である者 

 

 

 地方公務員の育児休業等に関する法律の改正により、また、育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正により、一定

の非常勤職員について、平成２３年４月１日より、育児休業や介護休暇を取得

することができるようになりました。 

 県内市町村（千葉市を除く）では、一般職非常勤職員の任用が有る３８団体

のうち、平成３０年４月１日時点で、育児休業については２５団体、介護休暇

については１８団体において、制度を導入するための条例改正がなされていま

す。 


